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国際協力機構法。事業目的：①開発途上地
域の経済社会の発展復興への協力、②友好
親善、相互理解、③ボランティア経験の社会
還元

平和部隊基本法により設立。事業目的；①開
発途上国が必要としている人材を提供する、
②途上国の人々に米国人を理解してもらう、
③米国民に途上国の実情を理解してもらうこ
と

1987年「国際経済協力基金（EDCF）」設立か
ら、政府として途上国支援を開始。1991年か
らは対外無償協力事業を専門にするKOICA
が発足、国際協力（または開発）NGOの行う
海外援助事業に支援を始めた。事業目的は
JICAに同じ。

NGO(経済協力・開発省(BMZ)と「学習・援助
海外協会」の出資による）
優先目標は、貧困削減、民主化支援、市民
社会の育成。
CIM（BMZと連邦雇用庁の共管）により派遣さ
れる専門家（700名程度）を補完する役割を
持っている。

国連開発計画（ＵＮＤＰ）の下部組織として
1970年の国連総会決議によって創設。地球
規模でボランティアリズムの推進そしてボラン
ティアを動員することを通じて人間開発をサ
ポートする国連機関。

貧困と不利益に立ち向かうボランティアを促
進する。公正な世界の構築を目指し、技術、
創造性、学びの共有ために人々の協働を促
す。

若者に他国人々との連帯の行動を可能にさ
せる。その行動とは、他国の人々の努力を共
同し、彼らの側に立ち、ボランティアという名
の下、開発の推進に関連する行動や文化的・
社会的交流、理解促進などに参加することで
ある。そして帰国後は自国においてその経験
を証言することである。

豪の開発目標にボランティアの貢献を最大限
活用する。技術、知識の共有を通して個人・
組織・コミュニティの能力強化を図る。開発途
上国の組織・コミュニティとのパートナーシッ
プを助長する。開発問題や豪の援助の認知
度を高める。ボランティアの費用対効果を高
めるマネジメント、効果の最大限の発言のた
めの支援を行う。

ノルウェイと開発途上国の人的相互交流を通
して、持続的経済成長や社会的、政治的状
況の改善に貢献する。

国家漢語国際普及指導グループ弁公室（国
家漢弁）が策定。中国初の全国レベルで世
界各国に向けて中国語教育に従事するボラ
ンティア派遣をする事業。
海外での中国語教育の大幅な発展と中国語
学習者数の急激な増加にともない、多くの国
が中国に対して中国語教師派遣の強い要請
を題している。
中国教育部の承認を受け2004年3月から正
式に実施。
長期的、健全、秩序ある展開を確保するため
に、国際中国語教師中国ボランティアセン
ター設置。

共青団中央、中国青年ボランティア協会
が発起人となり実施する長期的重点事
業。商務部などの関係部委の支持を受
け、中国青年ボランティア協会あるいはこ
れに関係する省（区・市）団委、青年ボラ
ンティア協会が実行。
2005年より商務部（対外援助を担当）の
事業となり対外援助に組み込まれる。

NZでもっとも規模の大きいボランティア派遣
NGO
ボランティア・パートナー組織・コミュニティが
協働しスキルや知識を共有したとき世界が
変わると信じ、適切な開発を基に、生活の質
の向上、自己決定をするコミュニティと安定し
た国家を作りだす。

2008年VSOと合併

外務省所管の独立行政法人 大統領直属の機関で、予算は議会での承認
を受けて決定される。

外務貿易省所管のODA事業実施団体 所管はBMZ。他にBMZはSES(Senior Expert
Service)という民間団体と提携し、シニア人材
を主にGTZ関連のプロジェクトなどに短期派
遣。
100％政府からの予算（2005年現在）だが、
EUなどからも予算を得ようとしている。

（2003年度）上部組織であるＵＮＤＰからの拠

出（約30%）、国連ボランティアの派遣のため

国連機関（UNDP, ＵＮＩＣＥＦ，ＵＮＨＣＲ, ＷＦ
Ｐ等）の通常予算に組み込まれている資金
や、ホスト政府による拠出、ドナー国政府が
特別な目的で拠出する基金、ＵＮＶ特別基金
など。

国際開発省所管とのPartnership Program
Agreement(PPA)に基づき補助金を得ている
（ＤＦＩＤからの補助金が31,660千ポンド（2010
年）で、その他は寄付金等）

60％は外務省所管で得ている補助金
残りは仏開発庁（9％）や国際機関（7％）、他
の民間援助団体（12%）、海外パートナー（9%）
から収入を得ている。（2005.02 AFVP作成資
料）

民間団体（A Company Limited by
Guarantee)。
プロジェクトごとにAusAIDなどから資金供与
を受けている。

外務省所管の独立した国の機関。100％政府
からの予算

政府補助金を受けている
＄6,178,011（2009）（2008/09年報）

政府補助金を受けている
$5,103,567（2009）（2008/9年報）

2009年度当初計画で20,385百万円 340百万ドル（2009年）
30,454百万円
400百万ドル（2010年）（2010.10　HPより）

5,100万ドル（2009年）
4,568百万円

103百万ユーロ（うち11.5百万ユーロは
Weltwartz）（2008年報）
11,927百万円
144.2百万ユーロ（うち30百万ユーロは
Weltwartz) （2009年報）

208百万ドル（2008年報）
18,631百万円
$218.9百万ドル(2009年報)

48.5百万ポンド（2009年報）
7,059百万円
49.4百万ポンド（2010年報）

13百万ユーロ（2009.12HP）
1,694百万円

18.4百万ドル（2008年）
20.4百万ドル（2009年）（2008/09年報）
21.3百万ドル（2010年）（2009/10年報）

170百万NOK（2008年報）
2,613百万円
185百万NOK（2009年報）

$6,103,520(2009）（2008/09年報） $9,326,496(2009)（2008/9年報）

合計3,356人。
JOCVは75ヶ国に2,604人、SVは59ヶ国に639
人。日系青年が5ヶ国に79人、日系SVが6ヶ
国に34人。（2010.9.30現在)

7,671人
77ヶ国（2010.10HPより）
新規派遣　3,694人（2009年報）
VfProsperity：43,000人／Annual Report2008

1,348人（2008年報)
Univ.Volunteer、Internet Volunteer（短
期）:3,000名超（KOICA作成資料）

DED：2,000人
Weltwartz：4,000人
DEDより入手（@IVCO2010)
48カ国（2010.10　HPより）

7,545人
うち 33%はナショナルボランティア
オンラインボランティア  9,427人(2009年報)

VSO：一般；1,520人、Global Xchamge;620人
（2010年報)

DFIDのPPA(Partnership Programme
Arrangements）によるVSO以外の団体による派遣
数：Skillshare:71人、Youth Volunteer:2,500人/3年
≒800人Diaspora Volunteer:600人/3年＝200人

4,500人
仏外務省ＨＰより（2010.10）
http://www.diplomatie.gouv.fr/fr/rubrique_im
prim.php3?id_rubrique=19983

647人（新規派遣　400人）
VP　364人（210人）
PACTAM　54人（16人）
VSO　66人（35人）
PACE　69人（69人）
Youth Program 78人（57人）
その他　16人（13人）
49ヶ国（313のパートナー機関）に派遣
(2009/10年報）

FK Norway:575人（2009年報）
うち145人は南々交流のため、派遣数は430
人

中国語教師（タイへの派遣）：1,028人

（2009）　累計3,270人

JICA中国事務所調べ：101人（ エチオピ

ア50人、ジンバブエ15人、セーシェル10
人、他26名をアフリカに派遣予定。(2008
年末時点)

121人（2008／09年報） 209人（2008/09）
（International Youth Intership Program 6人
含む）

累計 41,053人（JOCV 35,202人, 2010年9月
末現在)

累計：20万人（2010.10HPより）
139ヶ国。

累計：6,806人（2009年まで）（2010.10HPより） 16,000人以上（2010.10　HPより）
60ヶ国以上

30,000人以上　144ヶ国（2006年調べ）
オンラインボランティア 累計 36,181人(2000-
2009)(2010年'Change the world online'パンフ
レットより)

30,000人以上　70ヶ国以上
（2006年調べ）

累計：約10,000人
34ヶ国
（2005.02 AFVP作成資料）

累計：7,500人以上（2009/10年報）
69ヶ国

累計：4,323人（2001年以降）＊南々交流845
人含む（2009年報）
54ヶ国

累計：3,000人以上(2010.10HP)

農業水産：20.7％　　製造加工：1.0%
保守操作：2.8%　土木建築：1.5%
保健衛生：21.7%　教育文化：45.5%
スポーツその他：6.8%
2010年9月30日現在派遣中ボランティアによ
る

教育：35%
保健 & HIV/AIDS：22%
Business Development：15%
環境：14%
農業：5%
Youth developmer：5%
その他：4%　（20101.10　HPより）

教育：30.4%
保健：14.9%
ガバナンス：3.9%
村落開発：11.2%
ICT：19.2%
Industry Energy：11.7%
環境・ジェンダー：8.6%　（2010.10　HPより）

保健衛生・社会サービス：　9%
市民社会支援：　14%
経済支援・雇用 ：　23%
地方自治　　　　：15%
村落開発、環境保護： 22%
平和構築　　 ：　9%、　その他　：2.4%
（2008年報）

危機回避・回復 42%, 貧困削減・MDGs達成
28%, ガバナンス 27%, 環境・持続可能開発支
援 3% (2009年報)

教育　25％、Secure Livelihoods　19％、

HIV/AIDS　19％、ガバナンス　16％、障害者

支援　9+％、保健　12％（2010年報）

地方開発、地方分権、経済・職業団体支援、
零細企業支援、青少年育成など

ガバナンス、教育、保健、持続可能な生活支
援、ソーシャルインクルージョン

①North-South Program　174人
②South-South Program　145人
③Youth Program　243人
④Esther Program（保健分野）13人　（2009年
報）
ビジネス開発（農業含む）、文化・スポーツ、
教育、環境、ガバナンス、保健、平和構築、
ジェンダー、その他

文化教育活動（中国語・スポーツ）科技活
動（農業科学技術普及、コンピュータ訓
練）
医療衛生活動

経済開発33％、社会開発31％、教育26％、
保健10％（2008/09年報）

安全な暮らし・環境維持　28.7％
ガバナンス19.6％
HIV/AIDS　19.6％
教育　13.4％
障害者支援　13.4％
保健　5.2％（2008/09年報）

アジア：24％　アフリカ：30％
中南米：31％　中東：7％
大洋州：8％
2010年9月30日現在派遣中ボランティアによ
る

アフリカ：37%
中南米：24%
東欧・中央アジア：20%
アジア：7%、北アフリカ・中東：4%
大洋州：4%　、カリブ：4%（2010.10　HPより）

アジア　60.9%
アフリカ 17.0%
中南米 13.4%
欧州・CIS 8.2%
中東 0.6%　（2010.10　HPより）

東南部アフリカ：　32%
中西部アフリカ：　24%
アジア・中近東：　25%
中南米・カリブ ：　20%
（2008年報）

アフリカ 48%, 中近東 19%, アジア・大洋州
17%, 中南米・ カリブ 13%,欧州・CIS 4%
128カ国 (2009年報)

アジア　　　　　　 ：34%
アフリカ　　　　　  ：49%
大洋州・カリブ     ：13%
欧州・中央アジア： 4%
（2006年調べ）

派遣国は46ヶ国（75％がアフリカ地域）
アフリカ29カ国、中東マグレブ4カ国、アジア6
カ国、ラ米カリブ7カ国

フィジー,キリバス,PNG,ソロモン,バヌアツ,カン
ボジア,東ティモール,インドネシア,タイ,ベトナ
ム,中国,レバノン,レソト,マラウィ,ヨルダン,シリ
ア,南アフリカ,スワジランド
 (2008/09年報)

中南米11％、西アフリカ3％、南部アフリカ
27％、東アフリカ36％、アジア23％　（2009年
報）

フィリピン、タイなど　14カ国 ラオス、ミャンマー、タイ、エチオピア、ジン
バブエ、セーシェル、チュニジア

大洋州、アフリカ、アジア　11カ国 アフリカ、アジア、中南米、カリブ諸国、大洋
州
39カ国（2008/09年報）

資格要件

国籍：日本国籍であること。
JOCV：20歳以上40歳未満
SV：40歳以上70歳未満
平均年齢： 28歳 (JOCV)（2010.9末現在）
SVについては家族同伴可。

国籍：米国籍であること
年齢：18歳以上で上限なし
平均年齢：28歳（2010.10　HPより）
既婚でも配偶者がボランティアの要望ある場
合は、同じ配属先の職種への申請をして受理
されれば参加可能。

国籍：韓国国籍であること

【General KOV】　年齢：20歳以上62歳まで
【Senior KOV】　  年齢：40歳以上62歳まで

ドイツ語能力を有する者
年齢：21歳以上で上限なし
平均年齢：41歳　DEDより入手（@IVCO2010)

年齢：25歳以上上限なし
平均年齢：39歳
男女比：　63%：37%（2009年報）
大卒またはhigher technical diploma
最低2年の職務経験
英語、フランス語、スペイン語のうちの少なく
ともひとつ

その他、「オンライン・ボランティア制度」も創
設された。

年齢：20歳以上75歳まで
平均年齢は41歳
国籍：英国籍でなくとも欧州経済圏、米国、カ
ナダ、ケニア、ウガンダ、フィリピン、インドの
国籍であれば派遣可能
既婚者は配偶者を随伴可能だが随伴に伴う
手当は支給されない。
Youth Program:18-25歳、UK居住者のみ
①Global Xchange ②Youth for Development

年齢：21歳から30歳まで
国籍：仏国籍以外の欧州国籍の者も派遣可
能で、現在8国籍のボランティアが派遣されて
いる。
既婚者でも配偶者は随伴可能だが子供は不
可。（2005.02　AFVP作成資料）

年齢：18歳から78歳まで
平均年齢は39歳（2009/10年報）
国籍：豪国籍または豪市民権
資格条件は技術を有するもの。但し、Youth
Programでは技術不問。
パートナーと同じプロジェクトに配属する可能
性はある。家族は一部で随伴あり（無手当）。
希望は聞くが希望案件になるとは限らない。

①、②：22-35歳
③：18-25歳
④：特に制限はないが若者対象

中国国籍
65歳以下

20－40歳
中国国民
4年生大学卒以上あるいは中級以上の肩
書＆職務経験
国内ボランティア活動の経験があること
所属機関または県クラス以上の青年団組
織、ボランティア組織の推薦
（2006年7月麗沢中和研究所）

NZ国籍、永住者

25-75歳
数年の職務経験・資格
夫婦でのボランティア参加可。同任地に派遣
されることもあるが、多くの場合は、どちらか
の活動は現地で探す。子供随伴は不可。

Restless Development : 18－28歳

カナダ国籍、カナダ・米国在住者
21歳以上、少なくとも2年の職歴
平均年齢38歳
パートナーの随伴可、財政支援なし。子供の
随伴は不可。
夫婦でボランティアに参加は可能だが、同任
地への派遣の可能性は限られる。

Youth internship Program:カナダ国籍、永住
者
19-30歳　随伴不可

任期

派遣前訓練含めて約27ヶ月
（活動期間は約2年間）
短期派遣は1－10ヶ月

現地訓練を含めて27ヶ月
（活動期間は約2年）

2年間 契約上、最低2年（4年まで延長可能）
Weltwards 6-24ヶ月

1～2年（最長6年） 2年で延長も可能（最短で2週間）
YｆD：12ヶ月
Global Xchange：Community Xchange　UK3
週間　海外3週間、Youth XchangeUK3ヶ月
海外3ヶ月

2年で、1年までは延長も可能 平均派遣月数は5.3ヶ月程度（2009/10　年
報）

①、②：1年、③：6-12ヶ月、④：現地6ヶ月+ノ
ルウェイでのフォローアップ期間

6ヶ月～2年 6ヶ月～2年、一般に1年以上。ただし、実
際にはタイでの津波サルベージ救援を除
いて、いずれも6ヶ月。
（2006年7月麗沢中和研究所）

2年（1年派遣もあり）
Restless Development 8－11ヶ月

2年
短期派遣（3-6ヶ月）もあり。
Youth Internship Program:6-12ヶ月、最低
5ヶ月は途上国で活動

募集・選考方法

募集期において、各県において募集説明会、
イベントを実施。長期派遣については年2回、
短期派遣については年4回の一般公募によ
る。JVは職種公募、SVは案件公募。選考は
書類、技術、人物面接、健康診断による。

全米11箇所の平和部隊支部、地域、大学で
年間数百回の募集イベントを実施。マッチン
グは技術と経験による職種選考。応募→イン
タビュー面接→仮合格→健康、法的審査→
最終決定のプロセス。応募受付から平均9ヶ
月で派遣。

年8回の応募で8回の派遣。
1次選考：書類審査
2次選考：面接
3次選考：健康診断

ＵＮＶにおいて応募書類が審査された後､適
格者は、ロスター（UNV候補者登録簿）に登
録される。マッチングの後、派遣要請を受けた
者は、3ヶ月以内に赴任できることが求められ
ている。

人物、学歴、職歴が重要視され、志願者の多
くは修士号を持っている。（2005.02 AFVP作
成資料）

ホームページに掲載される個別要請への応
募。その上で選考。一方で、興味ある分野、
職種への登録応募制度もあり。

ノルウェー内のパートナー（148団体）による
選抜。パートナーがプロジェクトをサポートす
るという形。

一般公募：ニュースリリース、募集説明会
などの方式でメディアで募集要項を発表
中国青年ボランティア活動網
(www.zyz.org.cn)から応募フォーマットをダ
ウンロードし記入。
応募用紙と、健康診断合格証明書を送
付。筆記試験→面接
団体募集：作業の条件に応じて、団体を
通じて、具体的な地域あるいは期間を
ターゲットを絞って募集を行う（2006年7月
麗沢中和研究所）

Web上で、案件応募→資格・職務経験など
の審査→身元保証人4人に用紙が送られる
→インタビュー（2回、2日間、ウェリントン）

案件応募ではない。

訓練制度

派遣前に65日間の日本国内（二本松と駒ヶ
根）での訓練（語学、任国事情、健康管理、安
全管理など）と1ヶ月間の任地での訓練。
その他技術補完研修がある。

現地訓練約1ヶ月。主に語学訓練。

派遣前に2日間の米国内でのオリエンテー
ションの後、現地訓練が8-12週間。
配属時の現地訓練は；語学訓練、任国事情、
健康管理、安全管理、技術補完研修など。現
地での業務が英語でできる場合は語学訓練
が無く、訓練期間も短い。

派遣前：　4週間（任国事情　31%、ボランティ
アリズム　27%、グローバルイシュー　18%、安
全対策　11%、solidarity 6%）
派遣後：　8週間（現地語　50%、OJT　14%、任
国事情　12%、安全対策　8%、solidarity 3%）

派遣前：　1～3ヶ月（語学、任国事情）
派遣後：　～3ヶ月（語学、任国事情、職場で
のオリエンテーション）

派遣前に7-16日の訓練と現地での2-4週間
の補完訓練がある

派遣前訓練期間は3－10日間、ボランティア
活動について（協力活動方針、任国事情な
ど）（2005.02 AFVP作成資料）

現地では現地語の訓練がある。

現地において語学訓練にかかる経費負担あ
り。

パートナーによるリクルート後、FK Norwayに
よる準備コースの開催、モニタリング、帰国報
告、フォローアップ活動の審査が行われ、妥
当であれば実施に移る。

2週間、60時間を下回らないものとする。
・対外中国語教育の性質と特徴、対外中国
語教師の基本的資質
・中国語を外国語として教育するための基本
的知識（発音、語彙、文法）
・中国語を外国語として教育するための基本
的方法（授業の準備、カリキュラム、練習、評
価）
・対外中国語教育における新しい技術と資料
の応用
・外交儀礼、関連政策及び注意事項
・派遣先進国の国情の概要及び健康保険知
識など（2006年7月麗沢中和研究所）

中国の経済発展、海外との協力状況、現
地公用語、外交紀律、規則制度など
（2006年7月麗沢中和研究所）

現地語訓練 オンライン学習　15時間
派遣前訓練　5日間　オタワ

派遣地受入体制

派遣国にはJICA事務所（駐在員事務所を含
む）あり。

ボランティア調整員（契約）：215人/78カ国
健康管理員（契約）：43人
現地スタッフ
（2010.10.1現在）

派遣国には基本的に駐在事務所があり、事
務所長。職員２名、医務官のほか、現地採用
職員（現地語調整員、現地情報員、安全対策
員、技術訓練員等）が配置されている。また、
Medical　Unitも置かれ、少なくとも看護婦、派
遣数の多い国では更に医師が配置されて24
時間隊員の健康管理に当たる。
なお、各プロジェクトでは、プロジェクト・マ
ネージャーがその期間中（6年間）現地で雇用
される。

コーディネーター　43名　（JOCA調査　2009
年4月）
医療サポート（保険、定期健康診断）

40ヶ国に事務所を有する。 現地駐在員が生活面や技術面での支援を行
えるようになっている。

現地駐在員がいる国もある。 現地側のパートナーが受入を行う。 38カ国にプログラムオフィスを有
する

待遇・諸手当

住居は原則先方負担（不可の場合にはJICA
基準で負担）、現地での生活に必要な経費を
支出（285-785ドル,2010.10.1現在）。
SVについてはその2倍で家族同伴の場合に
はさらに75％の上乗せがある。
移転料　175,000～246,500円
着後手当　129,000～214,000円
支度料　90,000円

生活費、住居費等現地での生活に必要な経
費については、各事務所が決定・支出。同国
内においても物価の差による違いがあり。
・Perkins Loanが、派遣1年後に15％、2年後
15％、3年後20％、4年後20％、最大で70％
が解約される。
・Stafford、Perkinsローンなどの支払いが延
長される。

・住居費、日当、現地活動費、機材費
・派遣期間中月400,000 KRW（約28,000円）が
積み立てられ、帰国後一括で支払われる。
（2010.10　HPより）

＊全国同一金額
現地生活費：　1,322 -1,586ユーロ／月（2009
年報）、他にボーナス764.4～916.8ユーロ
（2008年報）
住居費：　原則受入国提供
医療費：　医療保険
社会保障制度：　失業給付（復帰手当）を含
む制度（医療保障）
一時帰国：　1年以上任期延長者のみ渡航費
支給（2年ごと50日間）（1988年）
その他：　機材購入費3,300ユーロ、家具保管
輸送費1,911ユーロ、帰任時輸送費955.5ユー
ロ
＊Weltwarts 最大350ユーロ/月
(allowance=pocket money, subsistence,
housing, travel cost etc)

生活費：生活費・住居費（約10～20万円/
月）、渡航費用、着任手当、離任手当等
保険：　健康保険（加入費は全額UNV事務局
負担）、生命保険。
休暇：　国連の指定する休日・祝日の他、月
2.5日の年次休暇。2年半以上の長期派遣の
場合は、2年後、UNV事務局の全額負担で一
時帰国可能。
家族同伴：　一年以上の任期の場合、扶養家
族（配偶者と１８歳以下の子供）は３人までＵ
ＮＶの負担による同伴が原則として認められ
ており、生活費が２０～３０％増額される。
（2010.10 HPより）
＊参考　1人あたりの年間平均コスト：
Internationalボランティア53.3千ドル、ナショナ
ルボランティア9.9千ドル（2009年報）

受入国側で滞在費、住居費及び各プロジェク
トの交通手段、消耗品類を負担する。
派遣中は英国社会保障制度の掛け金をVSO
が負担する。（2011年3月31日以降廃止）
1年に最低3週間の休暇が与えられる。（短期
は不可）

AFVPが往復旅費、生活費として平均月530
ユーロ、社会保障費、住居費、消耗品費、活
動費などを負担する。（2005.02 AFVP作成
資料）

生活費は受け入れ側支給する。支給がない
あるいは十分でない場合は、AVIが食費、旅
費、通信費などローカルで生活できる額を四
半期毎に支給。住居提供がない場合にはAVI
が負担。6ヶ月以上のボランティアについては
支度料（AUD1300）が支給される。（2009
Guidebook for AVI volunteer)

資格等に応じて生活費、旅費、住居費を支
給。

訓練期間中の交通補助、宿舎及び訓練費
用、健康診断費用、一般旅券取得にかかる
パスポート費用およびビザ取得手続きにか
かる費用
旅費は、ボランティアセンターまたは派遣相
手国が負担
生活手当標準額：　毎月４００ドル。ただし、
相手国のボランティア受け入れ機関がボラン
ティアに対して生活補填を提供する場合、そ
の手当て額が生活手当ての標準を満たして
いる場合、支給なし。手当額が標準に達して
いない場合には、補填する。（2006年7月麗
沢中和研究所）

往復旅費、生活費、傷害保険料。相手国
側と共同で、宿舎、医療、日常の移動手
段などの手配を行う。
（2006年7月麗沢中和研究所）

インタビュー時の交通費
生活費
往復旅費
保険
 initial respite

アセスメントデイの交通費と宿泊費（$150は
本人負担）
派遣前訓練の旅費と宿泊費
往復旅費
ビザ取得費
予防接種・医療費・保険
住居費
生活費
3週間／年　休暇

Youth Internship Program: 生活費・旅費・住
居費

帰国後の支援

月99,700円で計算される国内俸を支給。
所属先がある方については、所属先協力金
を支給。

帰国後の就職支援として、就職情報の提供、
カウンセラーなどによる情報提供を通じた就
職支援を行っている。

帰国隊員のキャリアアップの一環でJICA予算
によるUNV派遣制度あり。

　月275ドルで計算される帰国一時金が支給
される。35大学でPeace Corpsのための奨学
金を用意。また、50校近い大学でPC活動に
単位を付与する制度あり。
　また、就職希望者のために国内の拠点事務
所を通じて先輩PCの紹介や情報誌の配布な
ど様々な方法で就職斡旋サービスを行ってい
る。
　更に、連邦政府職員の募集時には一定の
資格を満たせば一般希望者より優先的に雇
用される仕組みもある。

・JICA同様、UNV派遣費用負担制度あり。
・2005年6月、コリアリクルート（株）と共同して
KOV就職情報支援センターを運営。就職支援
相談、履歴書や自己紹介の書き方指導、
ホームページによる就職情報などの提供、採
用情報を提供するニュースレターの発送（毎
週）、セミナー開催（月2回）などを実施。
・通訳プール：KOVA（KOVのOB会活動団体）
帰国隊員の自主性に任せ登録。警察、民間
企業、多文化地域センターなどからの要請を
受けて通訳として派遣している。（JOCA調査
2009年4月）

国内復帰手当：　76.44ユーロ／月　（2008年
報）

再定住経費として150ドル／月で計算される
経費が帰国時に支払われる。(2010.10 HPよ
り）

帰国一時金5,200ユーロが支給される
（2005.02　AFVP作成資料）

6ヶ月以上のボランティアについては終了時
に一時金が支給される（AUD75/月X派遣月
数）（2009 Guidebook for AVI volunteer)

再定住経費 帰国後3ヶ月医療保険がカバーされる
全帰国ボランティアをReintegration
workshopにCUSO-VSOの費用で招待（年3
回）、3日間。個人的な見方とプロフェッショナ
ルな見地から経験に反映させる機会を与え
ることが目的。そのうち1日は、ボランティア
で得た経験と知見を北米の人々と共有する
手助けとなる、グローバル教育とパブリック
エンゲージメントの訓練。
再定住に関する帰国ボランティア用のWeb
フォーラムにアクセスできる。

現在政府によるボランティア派遣はほと
んど行われていない。

・米国平和部隊は、ボランティア予算を対前
年比20%増加（2010年度）
・ 米国については、オバマ大統領のイニシア
ティブにより国内外でのボランティア活動の強
化を計画中であり、海外ボランティアについて
は、ピースコー、Volunteers for
Prosperity(USAID)などを中心に年間10万人
のボランティア派遣を計画しており、その一環
としてピースコーは2011年までに現行の2倍、
年間16,000人の派遣を予定しており、予算に
ついては対2009年度20%増（US$340million
→ US$400million）となっている。
・2003年9月25日、ブッシュ大統領はthe
Volunteers for Prosperity initiative（より技術
移転に特化したプログラム）を開始。

・複数のボランティア派遣スキーム（大学、
Korea TechnoCorps、Internet Vなど）をWorld
Friends Koreaと称して統一ブランド化。大統
領イニシアティブである国家ブランド委員会の
強いサポート有。2009-2013の5年間で
20,000人のボランティアを派遣する予定。
・NGOボランティアへの支援
韓国のNGOがリクルートし派遣しているボラ
ンティアへの支援を行っている。＄2.1ｍ、168
人のボランティアを派遣した。
・2010年　’The BRIDGE Programme’KNCU
(the Korean National Commission for
UNESCO)とKOICA、SamsungがMOUに署名。
草の根レベルでアフリカにおける”the
Education for ALL”を強化する。2010年10
月、18人のボランティアがサブサハラ6カ国に
派遣される。

・BMZのイニシアティブで2008年から
Weltwarts(World Wards)と呼ばれる若者向け
プログラムが開始された。2008年には3,000
人を派遣予定。近い将来10,000人規模にした
いとのこと。
・UNVへの派遣も行っている。
・28歳までの若者（ジュニアエキスパート）を
12ヶ月間途上国に派遣し、開発の業務に携
わり異文化体験を積ませるというプロモーショ
ンプログラムも行っている。

2008年にカナダのCUSOを統合。

Global Xchangeという若者対象（18-25歳）プ
ログラムを創設。従来のプログラムが技術面
を重視し、若者の参加が低下したため。
British Councilとの共同パートナーシッププロ
グラム。

各種ボランティアのブランド化による外交的な
効果、信頼回復（NGOによるチャドでの子供
誘拐事件）を図る。政府は国際連帯ボラン
ティア団体（Volontariat de Solidarite
Internationale）を認定し補助金を支給。現在
の5,000人規模を2012年15,000人にする計
画。シニア世代は短期派遣。

VSOとパートナーシップあり。 自国から開発途上国への派遣だけでなく、同
時に途上国からの受入をセットで実施
（Mutual Exchange)。これは、真のパートナー
シップを模索した結果である。ノルウェイと途
上国だけでなく、South-South Exchangeも実
施。

対等の原則に基づき、外国からのボラン
ティアを受け入れて、中西部の貧困地区
でボランティア活動を展開する。2005年5
月始動。
2006年から3年以内にアフリカに300名の
青年ボランティアを派遣する計画を発表

カナダ政府はボランティアを2,500人から
8,500人へ派遣増予定。
＄2000のファンドレイジングが奨励されてい
る。

　*　情報ソースは、各団体のホームページや別途入手の年報による。　　*　派遣に関する規定は全てがアップデートされているものではない, 2010.10.25　JOCV事務局
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